
2025 年度

人

事業費合計 千円 千円 千円 千円

担当正職員 0.1 人 810 千円 0.1 人 810 千円 0.1 人 810 千円 0.25 人 2,025 千円

臨時職員等 0 人 - 千円 0 人 - 千円 0 人 - 千円 0 人 - 千円

人件費合計 0.1 人 810 千円 0.1 人 810 千円 0.1 人 810 千円 0.25 人 2,025 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 千円 千円

財源合計 千円 千円 千円 千円

国県支出金

事業開始年度窓口キャッシュレス決済

各部課の調整に関すること 担当局・部名

地方自治法 担当課･担当名

■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者

窓口で各種証明等手数料や使用料等を支払う市民及び団体
対象者数（全住民に対する割合）

全市民 (100.0%)

2025年度（予算） 2024年度（決算） 2023年度（決算） 2022年度（決算）

7,310

0 0 0 0

2,929 2,863 2,839

その他特財

コ

ス

ト

財

源

内

訳 2,839 2,025

0 0 0 0

0 0 0

公共施設の窓口で、市民及び団体が各種証明等手数料や使用料等を納入する際に、クレジットカード、交通系IC

カード、QRコード等で支払いできる環境を整備する。

窓口キャッシュレス導入課が複数の所属にまたがっていることから、事務効率化のために調定額の集計や決済手

数料等の支払いは、企画課で取りまとめて処理している。（担当課において、企画課から知らせた調定額を確認

し、調定は担当課で起票している。）

事業シート
事業名 2022年度

事業内容

事

業

費

9,335

2,929 2,863

総事業費 2,929 2,863 2,839 9,335

7,310

消耗品費（ロール紙等）　29千円

基本料金、利用料及び決済等手数料　2,024千円

人

件

費

2,119 2,053 2,029

事業費内訳

（2024年度分）

上位施策事業名 企画部

根拠法令等 企画課企画調整担当

国県支出金の内容

その他特財の内容

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(R4年度)

-

事業内容

（手段、手法など）

事務区分 横内　健

実施の背景

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

目　的

（何のために）

○導入当初

公共施設のキャッシュレス決済環境（クレジットカード、交通系ICカード、QRコード等での支払方法の導入）を

整備し、窓口における接触機会の減少及び会計時混雑の緩和を図り、感染症予防対策を推進する。

○現在

利用者の利便性向上を図るとともに、職員の現金取扱に係るリスクや事務負担を軽減する。

事

業

概

要

対　象

（誰・何を対象に）

関連事業

（同一目的事業等）

各種税及び戸籍等証明発行事務、施設等使用料納入事務等

令和４年度に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、新型コロナウイルス感染症緊急対策

事業として導入、令和５年度から運用を開始した。導入当初は、接触機会を減らし、感染抑制に向けた衛生環境

を構築するとともに、利用者の利便性向上を図ることを目的として取り組み始めた。

導入にあたっては、利用料・手数料等を取り扱う窓口のある課に、キャッシュレス決済導入の可否等を確認した

うえで、ランニングコストを見据えて導入対象課を選定した。



2025 年度

事業開始年度窓口キャッシュレス決済

事業シート
事業名 2022年度

単位

件

台

／

単位

％

☑廃止・凍結
国・県・広域・民間

への移管

【活動指標名】（実績値/目標値）

窓口キャッシュレス利用件数

窓口キャッシュレス端末設置数

件

13,572/－

27/27

/

211円

課

題

2024年度

2025年度

窓口キャッシュレス導入所属へのアンケート実施

（契約期間の中間年であることから、導入所属へのアンケートにより費用対効果等を検証）
今後の予定

窓口キャッシュレス導入所属における利用件数の偏りを踏まえた、費用対効果や端末設置の必要性等の再検証

１年間運用した実績を踏まえた、より効率的な運用方法や調定額の集計フロー等（企画課と担当課での処理）の

検討

自己評価

評価の内容

民間においても、実店舗等でのキャッシュレス決済の導入が進んでいることから、利用者の利便性向上の観点か

らは一定の効果があったものと捉えている。運用を開始した2023年度に比較して、2024年度は利用件数が60％

弱の増加率となっている状況であるが、行政手続のオンライン化が進むにつれ、窓口におけるキャッシュレス決

済の利用実績は減少することが想定されるため、その規模は縮小していくものと考えている。

また、職員の現金取扱のリスクや集計作業の負担軽減等、行政内部における事務効率化を目的としている側面も

あるが、基本料金や2～3％の決済手数料等のランニングコストを要するため、現在の財政状況を鑑みて、その費

用対効果を検証し、端末設置場所を再整理する等の必要がある。

2023年度 2022年度

比較参考値

（他自治体での類似

事業の例など）

事

業

実

績

活動実績

単位当たりコスト

27/27 －/－

8,390/－ －/－

/

－

/

338円

2024年度

特記事項

事

業

成

果

成果目標

（指標設定理由等）

集計データがある市民課証明及び税証明について、総取扱件数中の窓口キャッシュレス件数を記入

成果

（目標達成状況）

8.80/－ －/－

2022年度

/ /

/ /

要改善

窓口キャッシュレス利用率 12.97/－

/

/

2024年度 2023年度【成果指標名】（実績値/目標値）

現行通り・拡充

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。


